
川崎市高齢者向け優良賃貸住宅制度実施要領 

平成２４年４月１日 

２３川ま備第１８９５号市長決裁 

 (目的) 

第１条  この要領は、川崎市高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（平成２４年 

４月１日付け２３川ま備第１８９５号。以下「要綱」という。）第１４条に基

づき、川崎市高齢者向け優良賃貸住宅制度を実施する上で必要な事項を定める

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(１) 耐火構造の住宅 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号

の２イに掲げる基準に適合する住宅をいう。 

(２) 準耐火構造の住宅 耐火構造の住宅以外の住宅で、建築基準法第２条第９

号の３イ若しくはロのいずれかに該当するもの又はこれに準ずる耐火性能を

有する構造の住宅として独立行政法人住宅金融支援機構の業務運営並びに財

務及び会計に関する省令（平成１９年財務省・国土交通省令第１号）第３９

条第３項各号に掲げる要件に該当するものをいう。 

(３) 所得 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則（平成５年建

設省令第１６号）第１条第３号に規定する所得をいう。 

 (供給計画の認定の申請) 

第３条 要綱第２条第１項の規定による認定の申請は、川崎市高齢者向け優良賃

貸住宅供給計画認定申請書（第１号様式）を市長に提出して行うこととする。 



２ 前項の申請書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(１) 賃貸住宅の位置を表示した付近見取図 

(２) 縮尺、方位、賃貸住宅の敷地の境界線及び敷地内における賃貸住宅の位置

を表示した配置図 

(３) 縮尺、方位、賃貸住宅の間取り、各室の用途及び設備の概要を表示した各

階平面図 

(４) 認定を申請しようとする者が当該認定に係る賃貸住宅の整備をしようとす

る場合にあっては、当該賃貸住宅の敷地となるべき土地の区域内の土地の所

有権又はその土地について建物の所有を目的とする地上権、賃借権若しくは

使用貸借による権利を有するものであることを証する書類 

(５) 認定を申請しようとする者が当該認定に係る賃貸住宅を有する場合にあっ

ては、次に掲げる書類 

 ア 当該申請しようとする者が当該賃貸住宅を有する者であることを証する

書類 

 イ 当該申請しようとする者が当該賃貸住宅の敷地である土地の区域内の土

地の所有権又はその土地について建物の所有を目的とする地上権、賃借権

若しくは使用貸借による権利を有するものであることを証する書類 

(６) 認定を申請しようとする者が当該認定に係る賃貸住宅の賃借権又は使用貸

借による権利を有する場合にあっては、次に掲げる書類 

 ア 当該申請しようとする者が当該権利を有する者であることを証する書類 

 イ 当該申請しようとする者が当該賃貸住宅の敷地である土地の区域内の土

地の所有権又はその土地について建物の所有を目的とする地上権、賃借

権若しくは使用貸借による権利を有するものであることを証する書類 

 ウ 当該申請しようとする者が要綱第２条第１項に規定する高齢者向けの賃

貸住宅の整備及び管理を行うことについて当該賃貸住宅を有する者が承



諾したことを証する書類 

 (７) 近傍同種の住宅の家賃の額を記載した書類 

 (８) 認定を申請しようとする者が法人である場合においては、印鑑証明書、

登記事項証明書、定款、直近の法人市民税の納税証明書並びに直前３年の各

事業年度の貸借対照表及び損益計算書 

 (９) 認定を申請しようとする者が個人である場合においては、印鑑証明書、

住民票の写し、直近の市民税の納税証明書及び資産に関する調書 

(10) 申請を行おうとする者及び委託を受けて賃貸住宅の管理を行うもの又は

転貸事業者（それぞれが法人である場合においては、代表者及び役員）が、

暴力団員でないことの誓約書 

(11) 賃貸住宅の整備に関する資金計画を記載した書類 

(12）緊急時対応サービス及び生活相談サービスに関する事項を記載した書類 

(13) 前号に関する事項の他、認定を申請しようとする者が任意に実施する入

居者の要望に応じて入居者の生活を支援するためのサービスに関する事項を

記載した書類 

(14) その他市長が必要と認める書類 

３ 要綱第４条の規定により、市長は、川崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給計

画認定申請書を受理したときは、その内容を審査した上、適当と認めるとき

は、川崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給計画認定書（第２号様式）により、

認定事業者に通知するものとする。 

 (認定戸数) 

第４条 要綱第３条第１項第１号の別に定める戸数は、原則として１０戸以上と

する。ただし、市長が特に必要と認める場合は、５戸以上とすることができる。 

(規模、構造及び設備の基準) 

第５条 要綱第３条第１項第２号の別に定める規模並びに構造及び設備の基準は、



次のとおりとする。 

(１) 各戸の床面積（共同住宅にあっては、共用部分の床面積を除く。）が、３

０平方メートル以上５５平方メートル以下であること。ただし、市長が特に

必要と認める場合は、単身者向け住戸として、２５平方メートル以上３０平

方メートル未満とすることができる。 

(２) 耐火構造の住宅又は準耐火構造の住宅（防火上及び避難上支障がないと市

長が認めるものを含む。）であること。 

(３) 原則として、各戸が台所、水洗便所、収納設備、洗面設備及び浴室を備え

たものであること。 

(４) 原則として床面積３０平方メートル以上の高齢者交流施設を設けなければ

ならない。ただし、市長が必要でないと認める場合はこの限りでない。 

(５) 原則として、新築の賃貸住宅とする。ただし、要綱第３条に基づき再認定

する場合にあってはこの限りでない。 

(６) 地域優良賃貸住宅整備基準（平成１９年３月２８日付け国住備第１６４号

に適合すること。 

(７) 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81 号。以下「品

確法」という。）第５条第 1 項に定める設計住宅性能評価書を取得すること。 

(加齢対応構造等である構造及び設備の基準) 

第６条 要綱第３条第１項第３号の別に定める基準は、次に掲げるものとする。 

(１) 床は、原則として段差のない構造のものであること。 

(２) 主たる廊下の幅は、７８センチメートル（柱の存する部分にあっては、７

５センチメートル）以上であること。 

(３) 主たる居室の出入り口の幅は７５センチメートル以上とし、浴室の出入口

の幅は６０センチメートル以上であること。 

(４) 浴室の短辺は１３０センチメートル（一戸建ての住宅以外の住宅の用途に



供する建築物内の住宅の浴室にあっては、１２０センチメートル）以上とし、

その面積は２平方メートル（一戸建ての住宅以外の住宅の用途に供する建築

物内の住宅の浴室にあっては、１．８平方メートル）以上であること。 

(５) 住戸内の階段の各部の寸法は、次の各式に適合するものであること。 

  Ｔ≧１９．５ 

  Ｒ÷Ｔ≦２２÷２１ 

  ５５≦Ｔ＋２Ｒ≦６５ 

 （Ｔ及びＲは、それぞれ次の数値を表すものとする。以下同じ。 

  Ｔ 踏面の寸法（単位 センチメートル） 

  Ｒ けあげの寸法（単位 センチメートル）） 

(６) 主たる共用の階段の各部の寸法は、次の各式に適合するものであること。 

  Ｔ≧２４ 

５５≦Ｔ＋２Ｒ≦６５ 

(７) 便所、浴室及び住戸内の階段には、手すりを設けること。 

(８) 階数が２以上である共同住宅の用途に供する建築物には、原則として当該

建築物の出入口のある階に停止するエレベーターを設けること。 

(９) 高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則第３４条第１項９号の国土

交通大臣の定める基準（平成１３年国土交通省告示第１２９６号）に適合す

ること。 

(管理期間) 

第７条 要綱第３条第１項第５号の別に定める期間は、次の各号に掲げる

ものとする。 

(１) 地域優良賃貸住宅制度要綱（平成１９年３月２８日国住備第１６０号。以

下「地優賃要綱」という。）第２条第２号に定める民間事業者等が認定事

業者である場合、１０年以上２０年以内とする。 



(２ ) 地優賃要綱第２条第４号に定める公社等が認定事業者である場

合、原則として２０年とする。 

(入居に係る年齢その他の要件) 

第８条 要綱第３条第１項第６号の別に定める年齢その他の要件は、次の各号の

すべてに該当することとする。 

(１) ６０歳以上の者 

(２) 次に掲げる要件のいずれかに該当する者 

 ア 同居する者がない者 

 イ 同居する者が配偶者、６０歳以上の親族又は入居者が病気にかかってい

ることその他特別の事情により当該入居者と同居させることが必要である

と市長が認める者 

(３) 所得が４８万７千円以下の者 

(入居者の募集の方法及び選定の方法並びに賃貸の条件に関する基準) 

第９条 要綱第３条第１項第８号の別に定める基準は、次条から第１６条までに

定めるとおりとする。 

 (入居者の募集方法) 

第１０条 賃貸住宅を要綱第３条第１項第６号に規定する資格を有する者に賃貸

する者（以下「一般賃貸人」という。）は、原則として賃貸住宅の入居者を公

募しなければならない。 

２ 前項の規定による公募（以下「公募」という。）は、入居の申込みの期間の

初日から起算して少なくとも１週間前に、川崎市の広報誌掲載、掲示等の方法

により広告して行わなければならない。 

３ 公募は、棟ごと又は団地ごとに、少なくとも次に掲げる事項を市長にあらか



じめ提出（空家入居者の募集については、第２号及び第３号を除く。）した後、

当該事項を明示して行わなければならない。 

(１) 賃貸する住宅が高齢者向け優良賃貸住宅であること。 

(２) 賃貸住宅所在地、戸数、規模及び構造 

(３) 一般賃貸人の名称及び主たる事務所の所在地 

(４) 入居者の資格 

(５) 家賃その他の賃貸の条件 

(６) 入居の申込みの期間及び場所 

(７) 申込みに必要な書面の種類 

(８) 入居者の選定方法 

４ 前項第６号の申込みの期間は、少なくとも１週間としなければならない。 

５ 川崎市営住宅条例（昭和３７年川崎市条例第３２号。以下「市営住宅条例」

という。）第６条第１号から第６号までに該当する者及び市内の福祉施設等に

居住する者など市長が特に必要と認めるものにあっては、公募によらず入居さ

せることができる。 

 （入居者の選定） 

第１１条 入居の申込みを受理した戸数が賃貸住宅の戸数を超える場合、一般賃

貸人は、抽選その他公正な方法により入居者を選定しなければならない。 

 （入居者の選定の特例） 

第１２条 一般賃貸人は、特に居住の安定を図る必要がある者として、次に定め

る要件及び戸数により、前２条に定めるところによる入居者の選定に係る措置

を講ずるものとする。 

(１) 次の要件については、原則として賃貸住宅の全戸数とする。 

ア 市営住宅条例第８条第１項第１号に定める者 

イ 原則として川崎市高齢者向け優良賃貸住宅に入居していない者 



ウ 要綱第３条に基づき再度認定を受ける賃貸住宅の従前居住者 

(２) 次の要件ごとに、それぞれ市長が指示する戸数とする。 

ア 市営住宅条例第６条第１号から第６号のいずれかに該当する者 

イ 市内の福祉施設等に住所を有する者 

ウ 住宅の建替えにより賃貸住宅が供給される場合、当該建替えに係る住

宅の従前居住者 

エ その他特に居住の安定を図る必要がある者として、市長が認める者 

 （契約の解除） 

第１３条 一般賃貸人は、入居者が不正の行為によって賃貸住宅に入居したとき

は、当該賃貸住宅に係る賃貸借契約（サービスの提供に関する契約の締結を賃

貸借契約の条件とする契約（以下「賃貸条件型サービス契約」という。）を締

結する場合にあっては、賃貸借契約及び賃貸条件型サービス契約）の解除をす

ることを賃貸の条件としなければならない。 

 （前払家賃の算定の基礎となる家賃の月額等の明示等） 

第１４条 一般賃貸人は、高齢者住まい法第５２条の認可を受けて賃借人の終身

にわたって受領すべき家賃の全部又は一部を前払金として一括して受領する場

合にあっては、当該前払家賃の算定の基礎となる家賃の月額、賃借人の終身に

わたる居住が余命等を勘案して想定される期間（以下「想定居住期間」という。

）、想定居住期間に係る前払家賃の額及び賃借人が想定居住期間を超えて居住

する場合の前払家賃の額並びに家賃の額の改定の方法について、書面で明示し

なければならない。 

２ 一般賃貸人は、前項の場合にあっては、賃借人が想定居住期間の経過前に退

去する際には、想定居住期間に係る前払家賃の額のうち当該退去の日後の想定

居住期間に係る額を返還することを賃貸の条件としなければならない。 

（賃貸条件の制限） 



第１５条 賃貸人は、毎月その月分の家賃を受領すること、終身にわたって受領

すべき家賃の全部又は一部を前払金として一括して受領すること（高齢者住ま

い法第５２条の認可を受けた場合に限る。）、家賃の３月分を超えない額の敷

金を受領すること及び賃貸条件型サービス契約においてサービスを提供する者

に提供すべきサービスの対価として金銭を受領させることを除くほか、賃借人

から権利金、謝金等の金品を受領し、その他賃借人の不当な負担となることを

賃貸の条件としてはならない。 

 （転貸の条件） 

第１６条 賃貸住宅を転貸事業者に賃貸する賃貸人は、入居者の資格、入居者の

選定方法、家賃その他転貸の条件に関し、要綱第３条第１項第６号、第７号及

び第８号の規定に準じて転貸事業者が当該賃貸住宅を賃貸することを賃貸の条

件としなければならない。 

 （賃貸住宅の賃貸人等の基準） 

第１７条 要綱第３条第１項第９号の別に定める基準は、賃貸住宅の管理を行う

ために必要な資力及び信用並びにこれを的確に行うために必要な能力を有する

者で、次のいずれかに該当する者であることとする。 

(１) 川崎市住宅供給公社 

(２) 前号に掲げる者のほか、まちづくり局長が別に定める基準に適合する者 

 （賃貸住宅の管理の方法の基準） 

第１８条 要綱第３条第１項第１０号の別に定める管理の方法の基準は、次のと

おりとする。 

(１) 賃貸住宅の修繕が計画的に行われるものであること。 

(２) 賃貸住宅の賃貸借契約書並びに家賃及び敷金の収納状況を明らかにする書

類その他の賃貸住宅に関する事業の収支状況を明らかにするために必要な書

類が備え付けられるものであること。 



(３) 高齢者が入居する賃貸住宅の管理に係る指針（平成１３年国土交通省告示

第１３００号）に従い、賃貸住宅の管理を適正に行うこと。 

（供給計画の変更） 

第１９条 要綱第５条第１項の規定により、認定事業者が、供給計画の変更を申

請するときは、川崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給計画変更認定申請書（第３

号様式）により、市長へ申請しなければならない。 

２ 市長は、川崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給計画変更認定申請書を受理した

ときは、その内容を審査した上、適当と認めるときは、川崎市高齢者向け優良

賃貸住宅供給計画変更認定書（第４号様式）により、認定事業者に通知するも

のとする。 

（供給計画の軽微な変更） 

第２０条 要綱第５条第１項の認定を要しない軽微な変更は、次に掲げるものと

し、認定事業者は川崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給計画変更届出書（第５号

様式）により、市長へ届け出るものとする。 

(１) 賃貸住宅の戸数の変更のうち、５分の１未満の戸数の変更（変更後の戸数

が５戸以上である場合に限る。） 

(２) 賃貸住宅の整備の実施時期の変更のうち、整備の着手又は完了の予定年月

日の６月以内の変更 

 （配慮入居に係る期間） 

第２１条 要綱第６条第１項で別に定める期間は、３月とする。 

 （配慮入居による建物賃貸借の期間） 

第２２条 要綱第６条第２項で別に定める期間は、５年とする。 

（高齢者向け優良賃貸住宅の用途の廃止） 

第２３条 認定事業者は、高齢者向け優良賃貸住宅が要綱第１３条第１項第１号

から第３号までに規定する事項に該当した場合は、速やかに高齢者向け優良賃



貸住宅の用途の廃止協議書（第６号様式）により市長と協議しなければならな

い。 

 （委任） 

第２４条 この要領に定めるもののほか必要な事項については、まちづくり局長

が別に定めることができる。  

附 則 

 この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

 この要領は、平成２５年３月１日から施行する。

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は平成２６年２月１４日から施行する。 

(経過措置) 

２ 施行日前に供給計画の認定を受けた川崎市高齢者向け優良賃貸住宅について

は、なお従前の例による。

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和５年１１月７日から施行する。 



第 1 号様式（第 3 条関係） 

  年  月  日  

（あて先）川 崎 市 長 

住所                 

氏名                 

川崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給計画認定申請書 

 川崎市高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（平成２４年４月１日付け２３川ま備

第１８９５号）第２条の規定に基づき、賃貸住宅の整備及び管理に関する計画につ

いて、別紙のとおり認定を申請します。 

備考 

１．認定申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。 



川崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給計画 

１ 賃貸住宅の位置 

地名地番 

敷地の面積 

土地に関する権原 

１ 所有権 

２ その他（            ） 

期間は  年  月  日から  年  月  日 まで

２ 賃貸住宅の戸数 

住宅戸数 認定申請対象戸数    戸 （全体戸数  戸） 

３ 賃貸住宅の概要 

（１）住棟ごとの構造等 

住棟番号 整備種別 築年数 戸数 住宅の構造 

建設 

  １．耐火構造の住宅 

２．準耐火構造の住宅  

３．省令準耐火構造の住宅 

４．市長が認めた構造の住宅 

計 ―   ― 

（２）住戸ごとの規模 

住棟番号 住戸番号 床面積 住居室数 

㎡

㎡



（３）各住戸に備える設備 

台所 有 ・ 無 

水洗便所 有 ・ 無 

収納設備 有 ・ 無 

洗面設備 有 ・ 無 

浴室 有 ・ 無 

その他    （        ） 

４ 賃貸住宅の整備の事業に関する資金計画 

 内    訳         （円）

整備所要資金 

予定額 

整  備  費 

用地取得造成費 

○   ○  費 

   計 

調達計画 自  己  資  金  

借  入  金 

○   ○  ○ 

   計 

５ 賃貸住宅の入居者の資格に関する事項 

次の者を入居者とする。 

１  

２  

３ 



６ 賃貸住宅の家賃その他賃貸の条件に関する事項 

（１）家賃等 

 家賃の額については、近傍同種家賃の住宅の家賃額と均衡を失しないよう、当初の家賃額

の予定額については次のとおり定めるものとする。 

 なお、家賃の減額を行う場合において入居者が支払う家賃の額は、「減額後家賃」の欄に

記載するとおりである。 

住棟番号 住戸番号 近傍同種家賃 家賃 減額後家賃 

敷 金 家賃の  カ月分 

賃貸の条件の制

限 

 家賃、資金、生活支援サービスの対価及び終身にわたって

受領すべき家賃に係る前払金を受領することを除くほか、賃

借人から権利金、謝金等の金品を受領し、その他賃借人の不

当な負担となることを賃借の条件としない。 

（２）入居者の選定方法 

募集の方法

選定の方法



（３）賃貸借契約の解除 

７ 管理の方法及び期間 

管理の期間 年 月 日から 年 月 日（ 年 ヵ月間

） 

管

理

の

方

法

管理期間における管理方法 1.委託 

2.転貸 

3.自主管理 

１又は２の場合の委託又は

賃貸する相手（以下「管理

者」という。）の氏名又は

名称 

管理者又は３の場合の申請

者の概要 

別添による。 

賃貸住宅の修繕 外壁補修、屋外防水、鉄部塗装、給排水管改

修等について、計画的に実施する。 

備付図書 賃貸住宅の賃貸契約書 

家賃及び敷金の収納状況を明らかにする書類 

その他

（                ） 



８賃貸住宅の建設の事業の実施時期 

事業の着手の予定年月日 年  月  日

事業の完了の予定年月日 年  月  日

９ 改良工事を実施しようとする建築物に係る事項（改良を伴う場合のみ） 

改良前の用途  

建築年月    年   月  （竣工後   年  月） 

改
良
工
事
の
概
要

共用部分  

住戸の結合、増改築  

住戸内の改修  

その他  

別添 

 管理者の概要 

氏名又は名称  

住

所

主たる事務所  

当該賃貸住宅の管理を行う事務所  

宅地建物取引業法に基づく免許 （  有  ・  無  ） 

免許を有する

場合 

免許種別  

免許番号  

免許取得年月日  

自己資本の額          （円

） 

年



高齢者向け優良賃貸住宅

等 

の管理戸数 

年

年

年

現在 年  月  日現在   戸

高齢者向け優良賃貸住宅等 

の管理を行う人数 

年  月  日現在   人

※ 添付資料 

川崎市高齢者向け優良賃貸住宅実施要領第３条第２項で掲げる図書 



第 2号様式（第 3条関係） 

 川崎市指令ま住推第   号  

住 所           

氏 名           

川崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給計画認定書 

    年 月 日付けで申請のありました供給計画については、川崎市高齢者向け

優良賃貸住宅制度要綱（平成２４年４月１日付け２３川ま備第１８９５号）第３

条の規定に基づき、認定しますので通知いたします。 

年  月  日 

川 崎 市 長        

認定年月日 認定事業者名 賃貸住宅の位置 認定戸数 

  年 月 日      戸 



第 3号様式（第 19 条関係） 

年  月  日  

（あて先）川 崎 市 長 

住所                   

氏名及び名称               

川崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給計画変更認定申請書 

   年 月 日付け川崎市指令ま住推第  号をもって認定を受けた供給計画に

ついて、川崎市高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（平成２４年４月１日付け２３

川ま備第１８９５号）第５条の規定に基づき、次のとおり変更認定を申請します。 

１ 住宅の位置及び名称 

住宅の位置  

住宅の名称  

２ 変更事項 

備考 

１．認定申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。 



第 4号様式（第 19 条関係） 

 川崎市指令ま住推第   号  

住所                

氏名及び名称            

川崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給計画変更認定書 

   年 月 日付け川崎市指令ま住推第  号で認定しました供給計画の変更に

ついて、川崎市高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（平成２４年４月１日付け２３

川ま備第１８９５号）第５条の規定に基づき、認定しますので通知いたします。 

年  月  日 

川 崎 市 長        

変更認定年月日 認定事業者名 賃貸住宅の位置 変更内容 

  年  月  日



第 5号様式（第 20 条関係） 

年  月  日  

（あて先）川 崎 市 長 

住 所           

                                            氏 名           

川崎市高齢者向け優良賃貸住宅供給計画変更届出書 

   年 月 日付け川崎市指令ま住推第  号をもって認定を受けた供給計画に

ついて、川崎市高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（平成２４年４月１日付け２３

川ま備第１８９５号）第５条の規定に基づき、次のとおり届け出ます。 

１ 住宅の位置及び名称 

住宅の位置 

住宅の名称  

２ 変更事項 

新 旧 変更理由 

備考 

１．認定申請者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。 



第 6号様式（第 23 条関係） 

年  月  日  

（あて先）川 崎 市 長 

住 所           

氏 名           

川崎市高齢者向け優良賃貸住宅の用途の廃止協議書 

川崎市高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱（平成２４年４月１日付け２３川ま備

第１８９５号）第１３条の規定に基づき、次のとおり関係書類を添えて協議いたし

ます。 

供給計画認定年月日及び認定番号

高齢者向け優良賃貸住宅の名称

高齢者向け優良賃貸住宅の所在地

管 理 の 期 間 

用 途 廃 止 の 原 因 

備 考 

注 用途廃止の原因を証する書面等を添付してください。 


